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１．は じ め に
本研究は，日本・中国・米国企業の従業員を対象とした国際比較分析を通じ
て，組織行動の相違の実態を検討する試みである。とりわけ本稿で対象とする
のは近年，国内外を問わず関心が寄せられている組織成員の自己裁量行動であ
る。当該行動が注目されている背景の１つとなっているのは，世界規模で進展
している産業構造のサービス化である。サービス化した経済における組織にお
いては，顧客の満足という主観的な評価が生産性や効率を評価する指標として
重視されるようになるが，その達成基準を客観的で具体的な指標によって明示
できないことが多い。ここに，組織は一定の割合で組織成員に裁量を委ね，組
織にとって必要とされる行動を自主的に判断して選択してもらう余地が生じる
ことになる。
経営学の領域において組織成員の自己裁量行動は，Organ（１９８８）によって
定式化された組織市民行動（organizational citizenship behavior）という概念を
中心にして今日まで多くの研究が蓄積されてきた。組織市民行動は組織行動の
実証研究においては個人の成果指標を示す代表的な尺度として定着したといっ
てもよい。しかしこのような状況においてなお，Organの概念定義と測定尺度
に対してはいくつかの批判的見解が示されてきた。その典型的な批判は，組織
市民行動を測定する尺度が組織で評価されない職務外の行動であるのか，それ
とも評価の対象となる職務内の行動であるのかという行動の裁量性に関わる点
にある。これは文化を異にする企業間を比較する際にはより一層問題になるこ
とが予想される。すなわち，ある行動が裁量的であるかどうかは雇用関係の基
盤が大きく異なる異文化の企業間では大きく異なることが推察されるのであ
る。
そこで本稿では，この点を意識しながら文化と雇用関係の基盤が異なると考
えられる日本・中国・米国の企業において，従業員行動の裁量性にどのような
相違があるのかについて検討することを試みる。
２．先 行 研 究
２．１ 組織市民行動に関する研究
企業組織の円滑な運営には，組織の成員による自己裁量行動を必要としてい
る。それは第１に，経営主体の限定合理性ゆえに，一連の組織的活動に関わる
不測の事態や環境の変化を事前に予見したり把握したりすることが困難である
ためである（Katz and Kahn，１９６６）。そのため組織は必要とされる全ての活動
を，公式の職務体系という形で完全に網羅させることは原理的に不可能とな
る。第２に，職務体系を明確にしたうえで職務に対して責任や権限をどのよう
に付与するのか，それをどのようにモニタリングするのかについては，詳細な
検討や煩雑な手続きを必要とするためである（Marsden，１９９９）。
人的資源管理論と組織行動論において組織成員の自己裁量行動は，主に組織
市民行動を中心にして今日まで精力的に研究が行われてきた。この分野におい
て先駆的な役割を果たしてきた Organによれば，組織市民行動とは「組織成員
の裁量に基づく行動のうち，公式の報酬制度では直接的ないし明確に認識され
てはいないが，全体として組織の有効的機能を促進する行動（Organ，１９８８，p.
４）」をさす。この定義に示されるように，組織市民行動は，公式の職務の必要
条件ではなく個人の裁量によって行われるものであり，たとえその行動をとら
なくても，組織から公式的には何ら罰を受けるようなものではない。また，組
織市民行動が組織全体に浸透することによって，組織の様々な機能を向上させ
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ることが多くの研究によって示されている。１）成員の自己裁量行動が Organに
よって定式化されて以降は，米国の経営学を中心に今日に至るまで膨大な数の
研究が蓄積されてきた（Podsakoff et al .,２０００）。組織市民行動の概念はもとも
と，職務満足と数量的な意味での個人の生産性や生産量の間には弱い関係しか
見出されないとする伝統的な見解に対する反論から，個人業績の一側面として
概念化されてきたという経緯がある。それ以後，職務満足が及ぼす対象として
組織市民行動が実証的に取り上げられるようになるだけでなく，それと並行し
て職務満足以外の先行要因，さらには組織市民行動が影響を与える要因へと関
心がシフトしていったのである。
ではなぜこれほどまでにこの概念が経営学で普及し，多くの実証研究が蓄積
されるに至ったのであろうか。この点は国際比較分析を行ううえでの論点に関
係するので確認しておきたい。田中（２００４）は，組織市民行動研究が米国で盛ん
になった背景として，「米国企業の従業員は職務記述によって各自の役割がか
なり明確に規定されているため，役割の仕切りが多くかつ細かくなり，新しい職
務が一度に多く舞い込んだときに職場は臨機応変な対応がしづらくなるといっ
た職務管理のあり方に対する疑念の発露ではないか」（p.２９）という見解を示
している。Berger（１９８６）の指摘にもあるように，従来から現代の米国社会は，
契約によってのみ組織と個人が関係を取り結ぶ「契約社会（contract society）」
として特徴づけられてきた。米国の組織が契約的であるというのは，職務に対
する権利と責任の定義と，それに対する合意が協働基盤であることを意味して
いる（Marsden，１９９９）。このような契約関係に基づく職務システムが，職務を
介して労働者が組織と関係する米国企業の制度的な前提をなすものとして考え
られてきたのである。しかしながら，そのようなシステムの弊害として米国企
業は総じて機能的柔軟性が低く，組織の構造が硬直的になる傾向があるとされ
る（Marsden，１９９９）。このような組織原理に，組織市民行動が米国の経営学に
１）組織市民行動と組織成果との関連の詳細については Podsakoff et al .（２０００）を参照のこと。
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おいて注目された背景の一端を求めることができそうである。このような一定
範囲の職務を介した限定的な個人と企業組織との関わり合いが，企業の環境変
動にともなって限界を露呈してきたと考えられるのである。そのため，公式の
職務要件を超えているという意味での自己裁量，さらには組織の有効性に寄与
するという要件を内包している組織市民行動の概念が米国の経営学において注
目されてきたと考えられるのである。組織市民行動に関する研究は，一般的な
米国企業が抱えていた厳格な職務管理への対応という実際的背景に駆動される
ように進められてきたといえよう。
このような背景から，Organ（１９８８）による組織市民行動の概念は，その後
に続く多くの研究で尺度化されて実証的に用いられることとなった。つまり諸
個人の裁量的貢献行動を尺度化することによって，論理実証主義の立場からの
経験的研究に備えた組織横断的な理論形式が概念の登場以来から志向されてい
たのである。その一方で，このような立場からの研究の推進は，結果として
様々な批判を生じさせることになった。その典型的な批判は，後述するように
組織市民行動を測定する尺度が組織で評価されない職務外の行動であるのか，
それとも評価の対象となる職務内の行動であるのかという行動の裁量性に関わ
る点にある。
２．２ 組織市民行動の概念と尺度に関する批判的見解
Organによる組織市民行動の概念定義と測定尺度は，その後に続く多くの組
織市民行動研究で採用されてきたものの，いくつかの批判的見解が示されてき
た。それらは大きく２つに分類できる。１つめは，組織市民行動の自己裁量性
に関わるものである。２つめは，非報酬という要件に関するものである。そこ
で本節では Organ（１９８８）の概念定義に対する批判的かつ発展的な議論をレビュ
ーしていく。それによって，Organの議論を再検討することができるのみなら
ず，組織市民行動の国際比較を検討するうえで重要となる論点を提起すること
ができるからである。
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先に述べたように，Organの概念定義に関わる批判的評価の１つが，自己裁
量という要件に関するものである。Organの定義に内包されている自己裁量と
は，公式の職務体系を越えた裁量に基づく行動を意味しているが，何を基準に
自己裁量の行動とするのかが不明瞭であるという問題である。本稿ではこの問
題を「組織市民行動の自己裁量の基準に関わる問題」としておく。この議論に
先鞭を付けたのが，Morrison（１９９４）である。彼女は，「組織市民行動に関す
る研究の大半は，役割内行動と役割外行動の範囲に同意があり明確に定義され
ている，また組織市民行動は全ての組織成員にとって同じであるという印象を
生み出している」（p.１５４３）と批判する。つまり組織成員によっては，職務と
か役割の範囲というのが曖昧な場合が少なくなく，どこまでが役割内行動であ
り，どこからが役割外行動なのかは，個人の認識によって様々ではないかと考
えたのである。このような問題提起から，事務系の従業員とその管理者を対象
に実証分析を行った結果，ある行動を役割内の行動であると捉えるのか，役割
外の行動として捉えるのかどうかは組織の成員間で，また管理者と部下間とで
は統計的に差があることを示したのである。既存の組織市民行動の理論家たち
が所与としてきた「組織内の固定的な職務・役割」，つまり職務は公式化され
ほとんど変化しないものであるという前提に対する批判を経験的なエビデンス
を用いて提示したのである。
Graham（１９９１）は，「従来の研究では組織市民行動を役割外で組織に有効的
な行動と位置づけているが，このような概念化では，どこまでが役割内の行動
であり，どこからが役割外の行動なのかという範囲が個々人や組織によって必
ずしも一致していないために，組織市民行動の分析自体が曖昧になってしまい
がちになる」（p.２６５）とMorrisonと同様の指摘をしている。
同様の問題意識から Vey and Campbell（２００４）も，実務経験を有する学生
２４８人を対象に，組織市民行動研究において最も採用されている Organ（１９８８）
の５次元が役割内行動として捉えられているのか，役割外行動として捉えられ
ているのかを分析している。その結果，対象となった学生は丁重さと誠実さ，
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スポーツマンシップの次元が，他の２つの次元に比べて役割内の行動として捉
えられている傾向があることを示している。
以上の指摘は，組織市民行動の概念定義に内包されている自己裁量性に関わ
るものである。組織市民行動の概念定義に内包されている自己裁量性の要件と
は，公式の職務要件の枠を超えた役割外の行動を意味するものであるが，ある
行動が役割内の行動であるのか，役割外の行動であるのかは，組織成員それぞ
れの認識において異なると考えられるだけでなく，各組織においても何が職務
内の行動で，何が職務外の行動であるのかはそれぞれ相違すると考えられるの
である。この論点が，組織市民行動の概念の「組織市民行動の自己裁量の基準
に関する問題」である。
Organによる概念定義に関する批判的評価の２つ目のカテゴリーは，組織市
民行動が多くの管理者によって評価されており，「直接的ないし明確に公式的
な報酬制度では認識されていない」という定義要件は誤である（Allen and
Rush，１９９８；Werner，１９９４）というものである。本稿ではこの問題を「組織市
民行動の非報酬の基準に関する問題」としておく。Allen and Rush（１９９８）や
Werner（１９９４）は，組織市民行動は業績評価に重要な影響を及ぼしており，組
織市民行動の公式の報酬制度には認識されないという要件は不適切であるとし
ている。
以上の Organによる組織市民行動の概念定義に関する２つの論点から，その
後，この概念をめぐる研究は大きく２つに分岐して展開されることとなる
（Bolino and Turnley，p.２３１）。第１の方向は，代替的概念によって組織市民行
動として捉えられてきた行動に関する研究を行うものであり，第２の方向は，
組織市民行動の定義を精緻化していくものである。
第１の組織市民行動の代替的概念には，例えば向社会的組織行動（Brief and
Motowidlo，１９８６），組織自発性（George and Brief，１９９２），文脈的業績（Borman
and Motowidlo，１９９７）などが挙げられる。向社会的行動とは，個人，集団，
あるいは成員の相互作用が行われる組織に対して向けられる個人の行動で，向
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けられた個人，集団，あるいは組織の福利を促進しようとする意図で行われる
行動として定義されている。組織自発性は，自主的になされる役割外行動で組
織の有効性に貢献する行動（George and Brief，１９９２，p.１５４）と定義される。
文脈的業績は，タスク行動を支援する社会的および心理的文脈の維持や向上に
貢献する行動（Borman and Motowidlo，１９９７，p.１００）として定義される。
Organによる概念定義に対する論点との関連で重要なのは，こうした代替概
念の定義には「自己裁量」と「公式の報酬制度では認識されていない」という
Organの組織市民行動の概念に内包されている要件の少なくともどちらかは含
まれていないということである。これは換言すればこの２つの要件こそが，組
織市民行動と他の類似概念とを分かつ上での重要な特質であると考えられるの
である（Wilson，２００５）。
２つめの組織市民行動の概念研究の方向は，定義の精緻化，もしくは再定義
する流れである。Wilson（２００５）は，なぜ組織成員は組織市民行動に従事する
のかという問題に対して，従業員とその管理者の双方に対するサーベイ調査を
用いて組織市民行動の尺度を特定したうえで，当該行動に従事する組織成員に
直接インタビューするという帰納的方法を用いて分析している。その結果，こ
れまでの多くの組織市民行動研究によって採用されている組織市民行動の次
元，たとえば愛他主義，市民道徳，丁重さなどは，多くの組織成員にとって職
務の一部とみなされているとしているが，一方で，それは職務記述や文書化さ
れているわけではなく，むしろ職場において暗黙的に期待されていると報告し
ている。この分析結果から，彼は組織市民行動を「公式に職務体系として文書
化されてはいないが，職場において暗黙的に期待されているものであり，職務
境界と期待に関する形式的または暗黙的な交渉を通じて報酬制度によって認識
されているような行動で，組織の機能と有効性を向上させうる個々人の行動」
（p.３５９）と再定義している。
ここで組織市民行動の概念における論点を整理しよう。第１は，組織市民行
動の「自己裁量の基準に関する問題」という論点である。Organによる組織市
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民行動の概念定義に内包されている自己裁量とは，具体的には公式の職務要件
を越えた裁量に基づく役割外の行動を意味している要件であるが，何を基準に
この役割外の行動とそうでない行動とを峻別するのかという論点である。ここ
でまず問題になるのは役割の捉え方であろう。一般に役割とは，Katz and Kahn
（１９６６）が定義するように「社会システム内で定義づけられた地位を占める個
人に期待された多様な行動一式」（p.１７４）という意味合いで用いられる概念で
ある。この場合，職務記述の記載内容よりも広義になる。この概念は期待とい
う個人の知覚レベルによってのみ捉えられる概念であると考えられるからであ
る。
これまでの研究で見出されてきた多くの組織市民行動の次元，例えば誰かが
見ていなくても組織の規則を遵守する行動や，同僚が仕事で困っていたら援助
をするといった行動は，特定の組織成員の認知に立脚すれば，単に職務の一部
として認識されているかもしれず，また，何が役割で何が役割ではないのか
は，特定の個人，もしくは組織の文脈によって異なり，また時間とともに推移
するのではないかと考えられているのである。
第２の論点は，「非報酬の基準に関する問題」である。組織市民行動が，長
期的にみれば組織目的に寄与する性格のものであり，それ故に多くの管理者に
よって評価の対象になる可能性があり，「直接的ないし明確に公式的な報酬制
度では認識されていない」という要件はおかしいのではないかという論点であ
る。
いずれの論点にしても組織市民行動研究においては，諸個人の裁量行動とし
ての基準をどこに設定する必要があるのかについて苦慮してきたことが窺え
る。各研究によって，その基準は職務記述書に記載されている範囲外，役割期
待外，報酬外など異なった意味で用いられているのである。さらに，概念定義
とその測定のための尺度における項目のズレなどもあって，何を基準として成
員の裁量性を捉えるかに関しては今現在でもコンセンサスが得られている問題
ではないといわざるをえない。
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この問題は，文化を異にする地域で事業を展開する企業間を比較する際には
より一層大きくなることが予想される。というのも，ある特定の行動が裁量的
であるかどうかは雇用関係の基盤が大きく異なる異文化の企業間では大きく異
なることが推察されるのである。
２．３ 組織行動の裁量性に関する本稿の検討課題
ここまでみてきたように組織市民行動研究は，諸個人の裁量的貢献行動を尺
度化することによって，論理実証主義の立場からの経験的研究という性質を強
めてきた。しかしその一方で，行動の裁量性の基準に関しては今現在でもコン
センサスが得られていない。この問題は雇用関係の基盤が大きく異なる異文化
の企業間ではより一層重要となることが推察される。
このような異文化における雇用関係の相違については従来から指摘されてき
たものである。たとえば，比較制度分析の観点から日米の企業組織における雇
用関係の骨格を捉えたMarsden（１９９９）は，米国は雇用契約やそれに準じるも
のが協働の基盤となるという。つまり米国の雇用関係においては，その前提と
して詳細な職務記述や作業マニュアルが作成され，これが労使共通の合意事項
となる。すなわち「職務システム」が雇用関係の前提にあるのであって，個々
人の責任の範囲を明確に規定しなければ，その合意と信頼の基盤を損なうこと
になるとされる。
他方で，Marsden（１９９９）は一般的な日本企業における雇用制度は，労使双
方の協力関係を前提とする。日本企業の一般的な雇用制度では，職務システム
でみられる労働者と職務の明確な一対一の対応関係ではない。そうではなく
て，日本では相互依存的な職務に対して，労働者がチームとして柔軟に調整し
つつ取り組むこととなる。同様に石田（１９８５）は，外国の企業と比較すると日
本企業の職務の特徴は明確な個人の分担領域は限られ，誰の分担かがはっきり
しない相互依存の領域が広い傾向にあるという。
このように，雇用関係の基盤が大きく異なる文化間においては組織行動の裁
組織行動の裁量性に関する研究 １１７
量性に大きな相違がみられることが推察されるのである。しかし，これまでの
組織市民行動研究において対象となっていた行動の裁量性に異文化間で差異が
あるのかについての研究は行われていない。
そこで，本稿ではこの点を意識しながら雇用関係の基盤が異なると考えられ
る日本・中国・米国の企業において，従業員行動の裁量性にどのような相違が
あるのかを分析することを試みる。なお中国と米国を比較の対象とした理由
は，１つには日系企業の現地法人数が他国と比べて多いために，両国の企業に
おける従業員行動の特徴を求めることの実務的インプリケーションは大きいと
考えられるためである。たとえば経済産業省の２０１０年度海外事業活動基本調
査によれば，日系企業の現地法人数は中国が５，５６５社と最も多く，次いで北米
が２，８６０社となっている。もう１つは，両国は国レベルでの文化のみならず，
企業レベルでの経営様式や人的資源管理慣行にも明確な異なりがあることが従
来から指摘されてきたためである。先に確認したように米国については
Marsden（１９９９）を代表する論者らによって，日米企業間での雇用関係の骨格
の差異が数多く指摘されている。また，中国の人的資源管理についても日本や
欧米のそれとは異なる独自性を有していると考えられる。この点について
Wang and Qiao（２００７）は，中国の中小企業を対象に調査を実施し，西洋的な
人事施策の痕跡はみられるものの，多くの人事施策が現地のオーナー独自のも
ので地域性の強いものであることを明らかにしている。
以上のことからこれら３カ国での従業員行動の差異を検討することの意義は
理論的にも実務的にも大きいと考えられる。
３．組織行動の裁量性に関する国際比較分析
３．１ 調査の概要
本研究ではアンケート調査による定量的方法を採用する。通常いわれるよう
に定量的方法の利点は，複数の研究対象に同一の質問紙を配布し，その結果を
統計的方法により処理することで，定性的方法に比べてより客観化・一般化さ
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れた研究結果を導くことが可能となる点にある。異文化企業における組織市民
行動とその組織的な生起メカニズムの差異の実態とその論理を探求するうえで
は，個別的・質的なデータを丹念に採取すること以上に，より多くの対象に対
して調査されたデータを，比較的に分析することが望ましい。こうした大量デ
ータの結果を分析することで，より一般的な結論を導くことができるからであ
る。
アンケート調査は，個人属性が予め登録されているモニタ協力者を確保して
いるWeb調査会社を用いて実施された。Web調査会社を活用した１つの理由
は，国際比較に耐えうる分析母集団を比較するために，十分なサンプル数２）を
確保できることにある。通常，WEBによるモニタ協力者を対象とした研究で
は，回答者の属性の偏りの他，回答内容そのものの信憑性が懸念されることも
多い。実際，信頼できる客観性の高い回答を回収するには「なりすまし」，「重
複登録」，「多重回答」等といった不良モニタを排除し，回答者バイアスを極力
軽減する必要がある。そこで，本研究では，モニタ登録情報の信頼性確保を定
期的に行っている調査会社に実査を委託した。２つめの理由は，WEB調査で
はモニタ属性から調査内容に最適な調査対象者の選定が可能であること，予備
調査を実施し比較的容易に調査対象者を選別することが可能であるというメ
リットもあるためである。以上の理由から，本研究ではWEBアンケート調査
方式を採用して，そこで得られたデータセットを分析対象としている。
調査の具体的な手順は以下の通りである。まず，本調査に先立ち，調査対象
者の絞り込みを行った。選出されたモニタ登録者は，上場企業に勤務する正規
社員ないしフルタイムワーカーである。先述したように，各国で依頼者から，
それぞれ２００件の有効回答数を確保することを目指した。WEB調査は２０１０年
１１月上旬に開始され，最終的に日本と中国，米国を併せて５５４件の有効回答
数が得られた同年１１月２６日に終了した。個人属性については，性別，年齢，
２）この調査では各国に２００を割り当てた。
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学歴，勤続年数，職位，職種，業種，企業規模（従業員数）を共通の設問にし
ている。
次章以降の分析では，以上の調査によって得られた回答のうち，職位による
影響を統制するために非管理職と回答した日本，中国，米国合わせて４３２名
（日本１３９名，中国９６名，米国１９７名）を対象として議論を進めていくことに
する。
国別の回答者の属性は表１に示すとおりである。
属 性 日 本 中 国 米 国
性別
男性
女性
８８（６３．３）
５１（３６．７）
５４（５６．３）
４２（４３．８）
１０７（５４．３）
９０（４５．７）
年齢平均 ３４．３８ ２８．８５ ４３．４３
勤続年数平均 ９．０５ ６．１０ １１．０２
学歴
高校卒
短大・専門学校卒
大学卒
学院卒
３２（２３．０）
３１（２２．３）
５７（４１．０）
１６（１１．５）
０（ ０）
１８（１８．８）
７３（７６．０）
５（ ５．２）
６０（３０．５）
３７（１８．８）
７１（３６．０）
２９（１４．７）
職種
営業・販売
人事・事務・経理
製造
研究開発
企画・管理
専門職
その他
３２（２３．０）
２５（１８．０）
２０（１４．４）
１６（１１．５）
１３（ ９．４）
１２（ ８．６）
２１（１５．１）
１８（１８．８）
１７（１７．７）
１２（１２．５）
２１（２１．９）
７（ ７．３）
７（ ７．３）
１４（１４．６）
２５（１２．７）
２９（１４．７）
１４（ ７．１）
９（ ４．６）
８（ ４．１）
２７（１３．７）
８５（４３．１）
業種
製造業
建設業
運輸・通信業
卸・小売・飲食業
金融・保険業
サービス業
その他
６１（４３．９）
６（ ４．３）
１０（ ７．２）
１４（１０．１）
１２（ ８．６）
２７（１９．４）
９（ ６．５）
３５（３６．５）
７（ ７．３）
１３（１３．５）
３（ ３．１）
１２（１２．５）
１２（１２．５）
１４（１４．６）
３６（１８．３）
３（ １．５）
１６（ ８．１）
３３（１６．８）
１９（ ９．６）
３１（１５．７）
５９（２９．９）
企業規模
～３００人
３０１人～１，０００人
１，０００人～
２４（１５．５）
２４（１５．５）
１０６（６９．０）
４（ ４．１）
１２（１２．５）
８０（８３．３）
７（ ３．６）
７（ ３．６）
１８３（９２．８）
表１ 回答者の属性
括弧内は比率。
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３．２ 調査項目
組織市民行動の項目は，Organ（１９８８）の議論に基づいて Podsakoff, et al .
（１９９０）で開発された５次元２４尺度と，田中（２００４）によって邦訳された１９
項目のうち１６項目を参考にした。各項目に対して，「全く当てはまらない」（１
点）から「非常に当てはまる」（５点）の５件法で回答するよう求めている。
質問項目の詳細は表２を参照してほしい。
因子・項目 日本 中国 米国 F
愛他主義 ３．４６ ３．８６ ３．８３ １１．６７＊＊
多くの仕事を抱えている人には，進んで手
助けをしている
同僚がトラブルに遭遇した時，進んで手助
けをしている
不在（休暇・出張中）の人の仕事を，時間
があれば代わりに行うようにしている
同僚が落ち込んでいるときは，なるべく相
談に乗り，励ますようにしている
３．４５
３．４９
３．４６
３．４５
３．８０
４．０７
３．８５
３．７１
３．７９
４．１０
３．５０
３．９４
５．６６＊＊
２２．２１＊＊
４．６７＊
１２．５５＊＊
誠実さ ３．４７ ３．８９ ４．１３ ４１．１６＊＊
職場を清潔に保ち常に整理整頓を心がけて
いる
誰も見ていなくても職場のルールや規律に
したがっている
不必要に仕事の手を止めず，休み時間もな
るべく早く戻るように心がけている
職場では，些細なことに対してくどくど不
平を言わないようにしている
周囲の人々に負担や迷惑がかからないよ
う，注意して行動している
３．５５
３．６０
３．２２
３．３３
３．６８
４．０６
３．８８
３．６７
３．８６
４．０２
４．２４
４．２８
４．０７
３．９９
４．１０
２４．９５＊＊
２７．８３＊＊
２９．２９＊＊
２１．２２＊＊
１１．２４＊＊
市民道徳 ３．２４ ３．５７ ３．５２ ５．６３＊＊
指示されなくても，会社の行事に積極的に
参加している
職場での任意の話し合いや集まりには参加
するようにしている
社内報，掲示物等に目を通して，会社の動
きについていくよう心がけている
２．９５
３．３１
３．４７
３．４５
３．５１
３．７６
３．３２
３．３４
３．８８
７．３０＊＊
１．１３
７．１９＊＊
表２ 組織市民行動得点についての一元配置分散分析結果
＊＊p＜．０１ ＊p＜．０５
組織行動の裁量性に関する研究 １２１
次に，組織市民行動の各項目に対する役割認識については，個々の行動項目
が仕事（役割）の一部であると認識しているかどうかを，「はい」か「いいえ」
の２件法で回答するよう求めることにした。この方法はMorrison（１９９４）の分
析方法を踏襲したものである。
３．３ 組織市民行動の得点比較
日・中・米企業の組織行動の特徴を比較するための最もオーソドックスな方
法は，質問票に対する回答の平均値を比較することである。そこで日・中・米
の企業における従業員間での組織市民行動の量的差異を検討するために一元配
置分散分析を行った。分析の結果，市民道徳因子の１項目を除く行動項目で統
計的に有意な関係があった。すなわち組織市民行動のほとんどの項目において
日本の得点平均が中国と米国のそれよりも低いという結果となった。
３．４ 組織市民行動の役割認識に関する国別比較
次に，日・中・米の企業における従業員間での組織市民行動の裁量性を検討
するために一元配置分散分析を行った。その結果，前節で示した得点比較の結
果とは大きく異なる結果が得られた。まず愛他主義の次元では１項目を除く行
動次元で統計的に有意な関係がみられる。すなわちこの次元においては中国，
米国の従業員に比べて日本の従業員は役割の範囲を広く認識している傾向が強
いことが窺える。誠実さの次元では統計的に有意な項目は１つのみであった。
最後に，市民道徳の次元においては統計的に有意な項目は１つのみであった
が，中国，米国の従業員に比べて日本の従業員は役割の範囲を広く認識してい
る傾向が強いことが伺える。
本研究の分析からいくつかの興味深い事実が得られた。１つめは組織市民行
動のほとんどの項目において日本の得点平均が中国と米国のそれよりも低いと
いう結果である。もう１つは，日本企業においては対人的行動の面に関して職
場で期待される役割として認識される傾向が強いが，それ以外の行動面では３
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国に統計的な差はないこと結果である。これらの結果は，通説的な日本企業の
従業員像とは異なっている可能性が高いと思われる。というのも，従来の日本
的経営論や経営比較論では，日本の職場の特徴として職務の不明瞭性が取り上
げられることが多く，その場その場の状況に応じて自発的・弾力的な行動が求
められているという通念を形成してきた。本研究では，むしろ国際的にみて日
本の従業員がこうした行動に従事する程度が低いのみならず，職務・役割とし
因子・項目 日本 中国 米国 F
愛他主義 １．６５ １．５３ １．５４ ４．３２＊
多くの仕事を抱えている人には，進んで手
助けをしている
同僚がトラブルに遭遇した時，進んで手助
けをしている
不在（休暇・出張中）の人の仕事を，時間
があれば代わりに行うようにしている
同僚が落ち込んでいるときは，なるべく相
談に乗り，励ますようにしている
１．６３
１．７１
１．６８
１．５８
１．５０
１．５６
１．５６
１．４９
１．５８
１．６２
１．５３
１．４１
２．０７
３．００＊
３．６２＊
１２．５６＊
誠実さ １．７６ １．７３ １．８４ ５．６１＊＊
職場を清潔に保ち常に整理整頓を心がけて
いる
誰も見ていなくても職場のルールや規律に
したがっている
不必要に仕事の手を止めず，休み時間もな
るべく早く戻るように心がけている
職場では，些細なことに対してくどくど不
平を言わないようにしている
周囲の人々に負担や迷惑がかからないよ
う，注意して行動している
１．８６
１．７９
１．６８
１．７１
１．７８
１．８０
１．７６
１．７１
１．６５
１．７２
１．９０
１．８５
１．９０
１．７４
１．７９
２．６０
２．１１
１４．３２＊＊
１．２６
１．０５
市民道徳 １．６１ １．４９ １．５９ ３．０７＊
指示されなくても，会社の行事に積極的に
参加している
職場での任意の話し合いや集まりには参加
するようにしている
社内報，掲示物等に目を通して，会社の動
きについていくよう心がけている
１．５１
１．６１
１．７２
１．４６
１．４８
１．５３
１．４９
１．５６
１．７１
０．３１
２．０３
５．６３＊＊
表３ 役割認識についての一元配置分散分析結果
＊＊p＜．０１ ＊p＜．０５
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て認識される部分が大きいのも対人的行動に限定されるという通説とは異なる
結果を示している。
またこれらの結果は，組織市民行動研究に対する新しい問題提起を示唆して
いる。すなわち，Morrison（１９９４）の指摘と同様のものであるが，既存の組織
市民行動研究者たちが所与としてきた「組織内の固定的な職務」，つまり職務
は公式化されほとんど変化しないという前提を再検討する必要があると思われ
る。また，これまでの実証研究において自己裁量行動として尺度化されていた
行動が，実際には職務・役割内の行動であった可能性も示唆している。これら
の結果を踏まえたうえで既存の理論を再解釈していく必要があろう。
４．小 括
本稿では，日本・中国・米国企業の従業員を対象とした国際比較分析を通じ
て，組織行動の裁量性の相違の実態を検討した。その結果，組織市民行動のほ
とんどの項目において日本の得点平均が中国と米国のそれよりも低いという事
実のみならず，日本企業においては対人的行動の面に関して職場で期待される
役割として認識される傾向が強いが，それ以外の行動面では３国間で統計的な
差はないことが示された。これにより，これまでの日本的経営論や経営比較論
における通説的な日本企業の従業員像というものを再検討することの必要性と
ともに，組織市民行動研究の新しい方向性を示すことができた。さらに，既存
の組織市民行動研究者たちが所与としてきた組織内の固定的な職務・役割とい
う前提を再検討する必要があると思われる。これまでの実証研究において自己
裁量行動として尺度化されていた行動が，実際には職務・役割内の行動であっ
た可能性を踏まえたうえで既存の理論を再解釈していく必要があろう。
最後に，今回の分析では次のような限界もあることを示しておく。それは組
織市民行動の裁量性の基準として，本研究では従業員の役割認識という認知的
な観点からのみ捉えていることである。既存研究では，組織行動の裁量性の基
準として役割認識以外にも，職務記述書の記載内容，公式の報酬対象，人事考
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課対象など異なる基準がありうることが示唆されている。したがって今後はこ
れらの基準を組み合わせた枠組みのもとでの組織行動の裁量性についての分析
が必要になると考えられる。
（謝辞）本稿は，平成２２年度日本経営協会経営科学研究基金の助成を受けたものであ
る。
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